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平成 27 年９月１日 

各 位 

会 社 名 株式会社オンワードホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 保元 道宣 

   （コード番号 8016 東証・名証第１部） 

問合せ先 専務取締役管理部門担当 吉沢 正明 

電話番号 03-4512-1030 

ラオックス株式会社との合弁会社設立に関する基本合意のお知らせ（開示事項の経過報告） 

平成 27年６月 22日付で公表いたしました「ラオックス株式会社との合弁会社設立に関する基本

合意のお知らせ」につきまして、公表時点において予定または未定としていた事項が確定しました

ので、開示事項の経過として、下記のとおりお知らせいたします。（なお、今般確定した項目には、

下線を付しております。） 

記 

１． 合弁会社設立の理由及び内容 

当社グループは、グローバル戦略を積極的に加速し、顧客満足を高めるためのオムニチャネル戦

略や新たな事業領域の開発など、生活文化企業として更なる進化を遂げるための成長戦略を推進し

ております。また、訪日外国人のインバウンド消費と、海外市場における消費の両方に対応した、

価値ある商品やサービスを提供することによる収益拡大を目指しております。 

当該合弁会社は、日本の優れたモノ創り技術や洗練された生活文化を反映した高品質・高感度な

〝ジャパン クオリティ″の生活文化製品を、アジア諸国をはじめとする世界のお客様にご提供す

ることを目的に設立されます。 

オンワードが有する企画生産基盤を活かしたモノ創りを行い、それをラオックスが運営する海外

向け ECサイトや日本国内の免税店舗等において販売いたします。海外在住のお客様に向けた E コ

マースと、観光等の目的で日本へ来訪されるお客様に対する店頭販売の双方を連携させ、ネットビ

ジネスとショップビジネスの融合による「オムニチャネル戦略」を強力に推進することにより、本

事業の積極的な拡大を目指してまいります。 

２．合弁会社の概要 

（１） 名 称 株式会社オンワード・ジェイ・ブリッジ 

（２） 所 在 地 東京都中央区日本橋三丁目 10 番５号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 大澤道雄 

（４） 事 業 内 容 衣料品等の企画・生産・販売 

（５） 資 本 金 400 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 27年９月１日 

（７） 決 算 期 ２月期 

（８） 純 資 産 400 百万円 
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（９） 総 資 産 400 百万円 

（10） 出 資 比 率
株式会社オンワードホールディングス：51％ 

ラオックス株式会社：49％ 

３．合弁相手先の概要 

（１） 名 称 ラオックス株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区芝二丁目７番 17 号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 羅 怡文 

（４） 事 業 内 容 小売業 

（５） 資 本 金 22,633 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 51年９月 27日 

（７） 大株主及び持株比率 GRANDA MAGIC LIMITED 41.85％ 

（８） 
上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 
当社の子会社において、当該会社に対し製品

の販売を行っております。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 24年 12 月期 平成 25年 12 月期 平成 26年 12 月期 

 連 結 純 資 産 12,150 百万円 9,180 百万円 10,279 百万円 

 連 結 総 資 産 16,869 百万円 15,299 百万円 18,959 百万円 

 １ 株 当 た り 連 結純 資産 22.30 円 16.85 円 18.87 円 

 連 結 売 上 高 22,948 百万円 33,150 百万円 50,196 百万円 

 連 結 営 業 利 益 △1,430 百万円 △1,664 百万円 1,736 百万円 

 連 結 経 常 利 益 △1,389 百万円 △1,656 百万円 1,778 百万円 

 連 結 当 期 純 利 益 △1,356 百万円 △3,245 百万円 1,242 百万円 

 １株当たり連結当期純利益 △2.49 円 △5.96 円 2.28 円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 －円 －円 －円 

４．日 程 

（１） 基本合意書締結日 平成 27年６月 22日 

（２） 合 弁 契 約 締 結 日 平成 27年８月 28日 

（３） 事 業 開 始 日 平成 27年９月１日 

５．今後の見通し 

本件による当社当期業績に与える影響は現在のところ軽微と考えますが、業績に与える影響が生じ

た場合は速やかにお知らせいたします。 

以上 


